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　株主の皆様におかれましては、日頃より

かどや製油に対し、ご理解とご支援を賜り、

感謝申し上げます。

　さて、当社第61回定時株主総会を6月26

日（火曜日）に開催いたしますので、ここ

に招集のご通知をお届けいたします。第61

期（平成29年4月1日から平成30年3月31

日まで）の概況及び株主総会の議案につい

てご説明申し上げますので、ご高覧くださ

いますようお願い申し上げます。

平成30年6月

代表取締役社長
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証券コード：2612
平成30年６月４日

株 主 各 位
東京都品川区西五反田八丁目２番８号

代表取締役社長 小 澤 二 郎
第61回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第61回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご案内申し上げます。
　尚、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数
ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示いただき、平成30年６月25日（月曜日）午後５時30分までに到着するようご返送いただ
きたくお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年６月26日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区高輪３丁目13番１号

グランドプリンスホテル高輪地下１階プリンスルーム
３．株主総会の目的事項

報 告 事 項 １．第61期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報告、連結
計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第61期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計算書類報告の
件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

剰余金処分の件
定款一部変更の件

第３号議案 取締役２名選任の件
第４号議案
第５号議案
第６号議案

監査役２名選任の件
補欠監査役２名選任の件
取締役に対する株式報酬制度導入の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（http://www.kadoya.com）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件
　剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。
１．期末配当に関する事項

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重点政策の一つとして位置付けており、配当
性向の目標は単体の当期純利益の40％を目処としております。ただし、業績に関わらず
１株当たり20円以上の配当を継続して行えるよう努力してまいります。
　この配当政策に基づき、当期の期末配当金につきましては、１株につき普通配当150円
とさせていただきたいと存じます。
⑴　配当財産の種類

金銭
⑵　株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　　当社普通株式１株当たり金150円　　総額1,379,951,100円
⑶　剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年６月27日
２．その他の剰余金の処分に関する事項

　内部留保につきましては、将来の積極的な事業展開に備えた経営基盤の強化を図るため、
以下のとおりといたしたいと存じます。
⑴　増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 300,000,000円
⑵　減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 300,000,000円

－ 2 －

剰余金処分議案
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第２号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由
　（１）当社事業の今後の展開に対応するため、現行定款第２条（目的）につきまして変更を
　　　　行うものであります。
　（２）法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役に関する規定を
　　　　新設して補欠監査役の選任決議の有効期間を定めるとともに、補欠監査役が監査役に
　　　　就任した場合の任期を明確にするものであります。

２．変更の内容
　　変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示します。）
現　行　定　款 変　更　案

（目　　的） （目　　的）
第2条　当会社は、次の業務を営むことを目的と
　 する。

第2条　　　　　（現行どおり）

１　油脂原料の搾油精製及び加工
２　油脂原料、油脂製品の販売及び輸出入
３　油脂原料の海外における開発、生産並びに
　　販売
４　化粧品、医薬品、医薬部外品の製造並びに
　　販売
５　飲食店の経営
６　農畜産物、水産物の生産、加工並びに販売及

び輸出入
７　調味料、パン、和洋菓子等の製造、加工並び

に販売及び輸出入

＜新　　設＞

８　前各号に附帯関連する一切の業務

１～７　　　　  （現行どおり）

８　陸上・海上・航空に関する運送業、荷役業、
貨物利用運送事業、運送取次事業、通関業、
輸出入代行業、倉庫業及び倉庫管理業務

９　　　　　　　（現行どおり）

－ 3 －

定款一部変更の件
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現　行　定　款 変　更　案
（監査役の選任）
第30条　監査役は、株主総会の決議によって選

任する。
②　監査役の選任決議は、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有す
る株主が出席し、その議決権の過半数をもって
行なう。

＜新　設＞

＜新　設＞

（監査役の選任）
第30条　　　　　（現行どおり）

②　　　　　　　 （現行どおり）

③　当会社は、会社法第329条第3項の規定に基
づき、法令に定める監査役の員数を欠くことと
なる場合に備え、株主総会において補欠監査役
を選任することができる。

④　前項の補欠監査役の選任に係る決議が効力
を有する期間は、当該決議後4年以内に終了す
る事業年度のうち最終のものに関する定時株
主総会の開始の時までとする。

（監査役の任期）
第31条　監査役の任期は、選任後４年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する
定時株主総会終結の時までとする。

②　任期の満了前に退任した監査役の補欠とし
て選任された監査役の任期は、退任した監査役
の任期の満了する時までとする。

（監査役の任期）
第31条　　　　　（現行どおり）

②　任期の満了前に退任した監査役の補欠とし
て選任された監査役の任期は、退任した監査役
の任期の満了する時までとする。
　ただし、前条第3項により選任された補欠監
査役が監査役に就任した場合は、当該補欠監査
役としての選任後4年以内に終了する事業年
度のうち最終のものに関する定時株主総会の
終結の時を超えることができないものとす
る。

－ 4 －

定款一部変更の件
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第３号議案　取締役２名選任の件
　当社経営体制の一層の強化を図るため取締役２名を増員することとし、選任をお願いするもの
であります。
　なお、今回選任されます取締役の任期は、当社現行定款第21条第2項の定めに従い、他の在任
取締役の任期の満了すべき時までといたします。
  取締役候補者は次のとおりであります。
候補者
番　号

氏 　 　 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 　 要 　 な 　 兼 　 職 　 の 　 状 　 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

１

く

久
め

米
あ つ

敦
し

司
（昭和30年10月5日生）

【新　任】

昭和53年 ４月 三井物産株式会社入社

0株

平成18年 ７月 同社石油部長
平成22年 ４月 同社金融市場副本部長
平成23年 ４月 同社執行役員金融・新事業推進本部長
平成25年 ４月 同社常務執行役員次世代・機能推進本部長
平成
平成

平成
平成

27
28

30
30

年
年

年
年

４
４

３
４

月
月

月
月

同社専務執行役員関西支社長
同社専務執行役員欧州・中東・アフリカ本部長兼
欧州三井物産株式会社社長
同社退社
当社入社　社長付（現任）

［取締役候補者とした理由］
久米敦司氏は、総合商社における豊富なビジネス経験と幅広い知見を有しており、当社の今後の持続的
な成長と、企業価値向上の実現に資する候補者として、今回新たに取締役候補者としたものであります。

２

さ

佐
と う

藤
け い

圭
す け

介
（昭和36年４月３日生）

【新　任】

平成 元年 ２月 当社入社

3,100株

平成13年 ７月 当社広島営業所長
平成23年10月 当社大阪支店副支店長
平成25年 １月 当社大阪支店長
平成
平成
平成
平成

25
27
28
29

年
年
年
年

６
10
10
11

月
月
月
月

当社執行役員大阪支店長
当社執行役員東京支店長
当社執行役員販売本部販売推進部長
当社執行役員販売本部販売推進部長兼物流部長
（現任）

［取締役候補者とした理由］
佐藤圭介氏は、当社入社以来、販売部門における多岐にわたる業務経験・実績と幅広い知見を有してお
り、今回新たに取締役候補者としたものであります。

（注）１．久米敦司氏、佐藤圭介氏は、新任の取締役候補者であります。
　　　２．久米敦司氏、佐藤圭介氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

－ 5 －

取締役２名選任議案
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第４号議案　監査役２名選任の件
　本総会終結の時をもって、常勤監査役西村泰彦氏、監査役松岡昌哉氏及び監査役塩見聡
氏は監査役を辞任されますので、その補欠として監査役２名の選任をお願いするものであ
ります。
　なお、監査役候補者菱田州男氏は常勤監査役西村泰彦氏の補欠候補者、監査役候補者
井上裕規氏は監査役松岡昌哉氏の補欠候補者であり、その任期は、当社現行定款第31条第
2項の定めに従い、任期満了前に退任した監査役の任期の満了すべき時までといたします。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 　 　 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 　 要 　 な 　 兼 　 職 　 の 　 状 　 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

１

ひ し

菱
だ

田
く に

州
お

男
（昭和30年10月6日生）

【新　任】

昭和54年 ４月 三菱商事株式会社入社

0株

平成 元年 ４月 米国三菱商事会社本店
平成16年 ３月 三菱商事株式会社加工食品第三ユニット
平成20年 ５月 三菱商事上海有限公司糧油食品事業部長
平成
平成
平成
平成
平成
平成

22
23
27
27
30
30

年
年
年
年
年
年

４
４
３
３
３
４

月
月
月
月
月
月

三菱商事株式会社九州支社生活産業部長
同社理事食品本部長
同社退社
カンロ株式会社常勤監査役
同社常勤監査役退任
当社入社　社長付（現任）

［監査役候補者とした理由］
菱田州男氏は、総合商社における豊富なビジネス経験と知見を有しており、また上場企業における
常勤監査役を務めた経験を有しており、これらの経験から当社の監査役としての職務を適切に遂行でき
るものと判断し、監査役候補者としたものであります。

２

い の

井
う え

上
ひ ろ

裕
き

規
（昭和40年３月17日生）

【新　任】

昭和63年 ４月 三井物産株式会社入社

0株

平成18年 ４月 同社中部支社食料部第一営業室長
平成
平成

20
23

年
年

６
５

月
月

同社食品流通部北海道営業室長
同社食品流通部加工食品営業室長

平成25年 ７月 同社内部監査部企画業務室次長
平成
平成

27
29

年
年

５
５

月
月

米国三井物産株式会社米州内部監査室次長
三井物産株式会社油脂・主食事業部部長補佐（現任）

［社外監査役候補者とした理由］
井上裕規氏は、過去に直接会社経営に関与された経験はございませんが、現職の総合商社における豊富
なビジネス経験・実績とともに、公認内部監査人の資格を有し経験豊富なことから、それらの見識を当
社監査体制の強化に活かしていただくため、社外監査役として選任をお願いするものであります。

－ 6 －

監査役２名選任議案
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（注）１．井上裕規氏は新任の社外監査役候補者であります。
２．各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．井上裕規氏は、当社の特定関係事業者である三井物産株式会社の業務執行者として

　　　　　上記の地位等を務めるとともに、同社より従業員給与等を受けており、今後も受ける
　　　　　予定であります。

４．井上裕規氏が選任された場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第1項の規定に
　　　　　基づき、同法第423条第1項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定で
　　　　　あります。
　　　　　なお、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、同法第425条第１項各号に定める金
　　　　　額の合計額としております。

－ 7 －

監査役２名選任議案
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第５号議案　補欠監査役２名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役２名の選任をお願い
するものであります。
　補欠監査役の候補者は以下のとおりであり、西村泰彦氏は新任監査役候補者である菱田州男氏
の補欠としての候補者、秋元建夫氏は現社外監査役である兼田隆氏および新任監査役候補者であ
る井上裕規氏の補欠としての社外監査役候補者であります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠の監査役候補者は、以下のとおりであります。
候補者
番　号

氏 　 　 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 　 要 　 な 　 兼 　 職 　 の 　 状 　 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

１

に し

西
む ら

村
や す

泰
ひ こ

彦
（昭和32年3月2日生）

【新　任】

昭和54年 3 月 当社入社

2,400株

平成 ８年 ７月 当社営業企画部副部長兼販売企画室長
兼商品開発室長

平成13年 ７月 当社仙台支店長
平成
平成
平成
平成

15
20
22
25

年
年
年
年

６
６
10
６

月
月
月
月

当社執行役員大阪支店長
当社執行役員東京支店長
当社執行役員販売推進部副部長
当社常勤監査役（現任）

［補欠の監査役候補者とした理由］
西村泰彦氏は、当社における販売部門の多岐にわたる業務を経験するとともに、平成25年6月から当社
の常勤監査役として職務を適切に遂行して参りました。これらの経験により、当社の補欠監査役と
しての職務を適切に遂行できるものと判断し、補欠監査役候補者としたものであります。

－ 8 －

補欠監査役２名選任議案
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候補者
番　号

氏 　 　 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 　 要 　 な 　 兼 　 職 　 の 　 状 　 況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

２

あ き

秋
も と

元
た つ

建
お

夫
（昭和37年1月6日生）

【新　任】

昭和60年 ４月 株式会社第一勧業銀行（現　株式会社みずほ
銀行）入行

0株

平成21年 ４月 株式会社みずほ銀行浜松町第二部部長
平成23年 ６月 同行静岡支店長
平成
平成
平成
平成
平成

25
25
26
26
28

年
年
年
年
年

４
６
４
６
６

月
月
月
月
月

小澤物産株式会社出向
同社執行役員
株式会社みずほ銀行退社
小澤物産株式会社　取締役管理部長（現任）
小澤商事株式会社　取締役物流部長（現任）

［補欠の社外監査役候補者とした理由］
秋元建夫氏は、金融機関と事業会社における長年の豊富なビジネス経験と幅広い見識を有しており、そ
れらの経験を当社監査体制の強化に活かしていただくため、補欠監査役として選任をお願いするもので
あります。

注）　１．各補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　　２．秋元建夫氏は補欠の社外監査役候補者であります。

３．秋元建夫氏は、当社の特定関係事業者である小澤物産株式会社の取締役及び
　　　　　小澤商事株式会社の取締役であります。

４．秋元建夫氏が選任された場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第1項の規定に
　　　　　基づき、同法第423条第1項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定で
　　　　　あります。
　　　　　なお、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、同法第425条第１項各号に定める金
　　　　　額の合計額としております。

－ 9 －

補欠監査役２名選任議案



2018/05/24 23:29:32 / 17368130_かどや製油株式会社_招集通知（Ｃ）

第６号議案　取締役に対する株式報酬制度導入の件

１．提案の理由
　　本議案は、当社の取締役（社外取締役を除きます。以下、断りがない限り、本議案において
　同じとします。）に対する新たな株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board　Benefit
　Trust））」（以下「本制度」といいます。）を導入することについて、ご承認をお願いする
　ものであります。
　　本議案は、取締役の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇に
　よるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な
　業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的としております。
　　本議案は、平成28年6月28日開催の第59回定時株主総会においてご承認いただきました
　取締役の報酬額（年額600百万円以内（うち社外取締役分として年額100百万円以内）。）
　とは別枠として、新たな株式報酬を当社の取締役に対し支給するため、報酬等の額について
　のご承認をお願いするものであります。なお、本制度の詳細につきましては、下記2の枠内
　で、取締役会にご一任頂きたいと存じます。
　　また、現時点において、本制度の対象となる取締役は7名ですが、第3号議案が原案どおり
　承認可決されますと、本制度の対象となる取締役は9名となります。

２．本制度に係る報酬等の額及び参考情報
（１）本制度の概要
　　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定
　　される信託を「本信託」といいます。）を通じて取得され、取締役に対して、当社が定める
　　役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下
　　「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて給付される株式報酬制度です。
　　なお、取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となります。

（２）本制度の対象者
　　取締役（社外取締役は、本制度の対象外とします。）

（３）信託金額（報酬等の額）
　　本議案をご承認いただくことを条件として、当社は、平成31年3月末日で終了する事業年度
　　から平成33年3月末日で終了する事業年度までの3事業年度（以下、当該３事業年度の期間
　　を「当初対象期間」といい、当初対象期間及び当初対象期間の経過後に開始する3事業年度
　　ごとの期間を、それぞれ「対象期間」といいます。）及びその後の各対象期間を対象として
　　本制度を導入し、取締役への当社株式等の給付を行うため、本信託による当社株式の取得

－ 10 －
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　　の原資として、以下の金銭を本信託に拠出いたします。

　　まず、当社は本信託設定（平成30年8月（予定））時に、当初対象期間に対応する必要資金
　　として、100百万円を上限とした資金を本信託に拠出します。
　　また、当初対象期間経過後も、本制度が終了するまでの間、当社は、原則として対象期間
　　ごとに、100百円を上限として本信託に追加拠出することとします。ただし、かかる追加
　　拠出を行う場合において、信託財産内に残存する当社株式（直前までの各対象期間に関し
　　て取締役に付与されたポイント数に相当する当社株式で、取締役に対する給付が未了である
　　ものを除きます。）及び金銭（以下、「残存株式等」といいます。）があるときは、残存
　　株式等の金額（当社株式については、直前の対象期間の末日における帳簿価格とします。）
　　と追加拠出される金額の合計額は、100百万円を上限とします。
　　なお、当社が追加拠出を決定したときは、適時適切に開示いたします。

（４）当社株式の取得方法及び取得株式数
　　本信託による当社株式の取得は、上記（３）により拠出された資金を原資として、取引
　　市場を通じて又は当社の自己株式処分を引き受ける方法によりこれを実施することとします。
　　ご参考として、平成30年5月18日の終値での取得を前提とした場合、当初対象期間に関して
　　当社が取締役への給付を行うための株式の取得資金として拠出する資金の上限額100百万円
　　を原資に取得する株式数は、最大で16,100株となります。
　　本信託による当社株式の取得につき、その詳細は、適時適切に開示いたします。

（５）取締役に給付される当社株式等の数の算定方法
　　取締役には、各事業年度に関して、役員株式給付規程に基づき役位により定める数の
　　ポイントが付与されます。
　　なお、取締役に付与されるポイントは、下記（６）の当社株式等の給付に際し、1ポイント
　　当たり当社普通株式1株に換算されます（ただし、本議案をご承認いただいた後において、
　　当社株式について、株式分割、株式無償割当て又は株式併合等が行われた場合には、その
　　比率等に応じて、付与済のポイント数又は換算比率について合理的な調整を行います。）。
　　下記（６）の当社株式等の給付に当たり基準となる取締役のポイント数は、原則として
　　退任時までに当該取締役に付与されたポイント数とします（以下、このようにして算出
　　されたポイントを、「確定ポイント数」といいます。）。

（６）当社株式等の給付
　　取締役が退任し、役員株式給付規程に定める受益者要件を満たした場合、当該取締役は、
　　所定の受益者確定手続きを行うことにより、原則として上記（５）に記載のところに

－ 11 －
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　　従って定められる「確定ポイント数」に応じた数の当社株式について、退任後に本信託
　　から給付を受けます。ただし、役員株式給付規程に定める要件を満たす場合は、一定割合
　　について、当社株式の給付に代えて、当社株式の時価相当の金銭給付を受けます。
　　なお、金銭給付を行うために、本信託により当社株式を売却する場合があります。

＜ご参考：本制度の仕組み＞

③株式取得

①役員株式給付規程の制定

④ポイントの付与

⑥当社株式等の給付

議決権不行使
の指図

⑤
議
決
権
不
行
使

受
給
権
取
得

②金銭の信託

【委託者】
当社 取締役

信託管理人

【受託者】
みずほ信託銀行

（再信託：資産管理サービス信託銀行）

【受益者】
取締役を退任した者のうち
受益者要件を満たす者

当社株式

①　当社は、本議案につき承認を受けた枠組みの範囲内において、「役員株式給付規程」を制
定します。

②　当社は、本議案につき承認を受けた範囲内で金銭を信託します。
③　本信託は、②　で信託された金銭を原資として当社株式を、取引市場を通じて又は当社の

自己株式処分を引き受ける方法により取得します。
④　当社は、「役員株式給付規程」に基づき取締役にポイントを付与します。
⑤　本信託は、当社から独立した信託管理人の指図に従い、本信託勘定内の当社株式に係る議

決権を行使しないこととします。
⑥　本信託は、取締役を退任した者のうち「役員株式給付規程」に定める受益者要件を満たし

た者（以下「受益者」といいます。）に対して、当該受益者に付与されたポイント数に応
じた当社株式を給付します。ただし、取締役が「役員株式給付規程」に定める要件を満た
す場合には、ポイントの一定割合について、当社株式の時価相当の金銭を給付します。

以　上

－ 12 －
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（提供書面）
事　 業　 報　 告

(平成29年 4 月 1 日から)平成30年 3 月31日まで

１．企業集団の現況

（１）当事業年度の事業の状況
①事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善が進み、国内株価は上昇しまし
た。今後の政府の経済政策によっては、更なる景気の底上げが期待されます。また、世界経
済は、緩やかな回復基調にあるものの、北東アジアの地政学的リスクへの不安感や、米国を
中心とした保護貿易主義の高まり等により、今後の動向は不透明な状況となっております。

食品業界におきましては、国内市場の拡大は望めず、食の安全性確保や顧客ニーズへの対
応等自社製品の差別化によるマーケットシェアの確保、海外進出による市場開拓等の対応が
求められております。

このような状況下、当社は家庭用純正ごま油の発売50周年を記念して、同じく生誕50周
年を迎える人気キャラクターであるリカちゃんを起用、幅広い世代に向けて当社の認知度を
更に向上させるべく、広告活動を行いました。その他、当社製品の品質の更なる向上のた
め、品質保証部の設置や、軽量で持ちやすいＰＥＴ容器の製品展開等、安心・安全で高品質
の製品をお客様に提供できるよう活動を行っております。また、平成29年11月に家庭用食
品ごま製品の国内シェアの約２割強を持つカタギ食品株式会社を子会社化しました。

この結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高30,601百万円、経常利益は5,138百万
円、親会社株主に帰属する当期純利益は3,465百万円となりました。

なお、当社は、当連結会計年度より連結計算書類を作成しているため、前連結会計年度と
の比較は行っておりません。

－ 13 －
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・生産の状況
（単位：トン）

区 分
第60期 第61期

前連結会計年度比
（平成29年3月期） （当連結会計年度）

（平成30年3月期）
ご ま 油 生 産 量 － 28,602 －
食 品 ご ま 生 産 量 － 11,256 －
脱 脂 ご ま 生 産 量 － 22,292 －

（注）ごま油生産量には輸入原料油の処理を含みます。

・セグメント別売上高の状況

セグメントの名称
第60期 第61期

前連結会計年度比
（平成29年3月期） （当連結会計年度）

（平成30年3月期）
ご ま 油（百万円） － 24,846 －

内　訳
（ ご  ま  油（百万円）） （－） （24,087） （－）
（ 脱 脂 ご ま（百万円）） （－） （758） （－）

食 品 ご ま（百万円） － 5,731 －
そ の 他（百万円） － 23 －
合 計（百万円） － 30,601 －

②設備投資の状況
　当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は1,239百万円で、その主なものは
次のとおりであります。

イ．当連結会計年度中に完成した主要設備
　ごま油事業　　小豆島工場　　搾油機増設工事

ロ．当連結会計年度継続中の主要設備の新設、拡充
ごま油事業　　小豆島工場　　搾油用焙煎機更新工事

ハ．当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却・撤去・滅失
そ　の　他　　該当事項はありません

－ 14 －
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③資金調達の状況
　当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と契約総額5,000百万円の特定
融資枠契約（シンジケーション方式によるコミットメントライン）を締結しております。

特定融資枠契約の総額 5,000百万円
借入実行残高 －百万円
借入未実行残高 5,000百万円

（２）直前３事業年度の財産及び損益の状況
①企業集団の財産及び損益の状況

区　　　　分
第58期 第59期 第60期 第61期

（平成27年3月期） （平成28年3月期） （平成29年3月期） （当連結会計年度）
（平成30年3月期）

売上高 （百万円） － － － 30,601
親会社株主に帰属する
当期純利益（百万円） － － － 3,465

一株当たり当期純利益(円) － － － 370.37
総資産 （百万円） － － － 33,149
純資産 （百万円） － － － 24,918
一株当たり純資産額(円) － － － 2,708.61
（注）当社は第61期より連結計算書類を作成しております。

②当社の財産及び損益の状況

区　　　　分
第58期 第59期 第60期 第61期

（平成27年3月期） （平成28年3月期） （平成29年3月期） （当事業年度）
（平成30年3月期）

売上高 （百万円） 24,042 27,131 28,508 29,824
当期純利益（百万円） 955 1,436 2,673 3,518
一株当たり当期純利益(円) 101.67 152.87 284.39 376.04
総資産 （百万円） 26,777 26,749 29,486 32,217
純資産 （百万円） 20,846 21,430 23,794 24,955
一株当たり純資産額(円) 2,217.75 2,279.95 2,531.38 2,712.65

－ 15 －
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（３）対処すべき課題
食品業界の経営環境につきましては、依然厳しく、原料価格の不安定さ、少子高齢化によ

る国内需要の減退等により、競合メーカーとの競争激化が予想されます。このような環境下
で当社グループは、今後もごまのトップメーカーとして邁進していくために、以下の課題に
ついて取り組んでまいります。

①コスト削減と、コストに見合った価格の実現
②国内市場では量から質への転換
③北米や欧州等の海外市場の拡販に注力
④今後のごま需要の動向を見据えた上での生産体制の推進
⑤品質管理の徹底による安心・安全の更なる追求、研究開発の推進
⑥顧客ニーズにあった新製品の開発及び製品ラインナップの拡充
⑦コンプライアンス体制の強化と内部統制システムの構築によるＣＳＲ（企業の社会的責

任）の向上
⑧優れた人材の育成・確保による株主に利益を還元できる体制の確立
⑨販売・生産体制及び研究開発などにおけるグループシナジーの最大化の訴求
⑩グループ全体の見える化を目指したＩＴ改革の推進
当社グループは、これらの施策により、経営環境の変化に即応できる経営基盤・体質の強

化を一層進めてまいります。

（４）主要な事業内容（平成30年３月31日現在）
事　業　内　容 主　　要　　製　　品

ご ま 油 事 業 ごま油、調合油、辣油、脱脂ごま
食 品 ご ま 事 業 いりごま、すりごま、あらいごま、ねりごま

（５）重要な子会社の状況
会　社　名 資　本　金 当社の出資比率 主な事業内容

カタギ食品株式会社 30百万円 100％ 家庭用食品ごま、加工ご
まの製造・販売

（注）１．平成29年11月16日にカタギ食品株式会社の株式を取得し、同社を連結子会社といたしました。
２．特定完全子会社に該当する子会社はありません。

－ 16 －
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（６）主要な営業所及び工場（平成30年3月31日現在）
①当社の主要な営業所及び工場

本社 東京都品川区西五反田８丁目２番８号
支店 仙台(青葉区)、東京(品川区)、名古屋(中　区)

大阪(吹田市)、広島(西　区)、福　岡(博多区）
工場 香川県(小豆郡)

②子会社の主要な営業所及び工場
　　カタギ食品株式会社　　大阪府寝屋川市

（７）使用人の状況（平成30年3月31日現在）
①企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前期末比増減
416（43）名 －

（注）使用人数は就業員数であり、アルバイト及び非常勤嘱託は（　）内に年間の平均人員を外数で記載してお
ります。

②当社の使用人の状況
使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

297（40）名 13名増（6名減） 42.6歳 15.3年
（注）使用人数は就業員数であり、アルバイト及び非常勤嘱託は（　）内に年間の平均人員を外数で記載してお

ります。

－ 17 －
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2018/05/24 23:29:32 / 17368130_かどや製油株式会社_招集通知（Ｃ）

２．会社の現況

（１）株式の状況（平成30年３月31日現在）
①発行可能株式総数 16,000,000株
②発行済株式の総数 9,400,000株
③株主数 6,190名
④大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％
三 菱 商 事 株 式 会 社 2,477,000 26.92
三 井 物 産 株 式 会 社 2,019,500 21.95
小 澤 物 産 株 式 会 社 1,063,186 11.55
小 澤 商 事 株 式 会 社 428,314 4.65
国 分 グ ル ー プ 本 社 株 式 会 社 300,000 3.26
日 清 食 品 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 300,000 3.26
伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社 200,000 2.17
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 134,700 1.46
株 式 会 社 Ｊ － オ イ ル ミ ル ズ 100,000 1.08
日 本 山 村 硝 子 株 式 会 社 100,000 1.08

 （注）１．持株比率は自己株式（200,326株）を控除して計算しております。

－ 18 －

株式の状況
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（２）会社役員の状況
①取締役及び監査役の状況（平成30年3月31日現在）
地位 氏名 担当及び重要な兼職状況

代 表 取 締 役 社 長 小 澤 二 郎 －

取 締 役 佐 野 雅 明 専務執行役員・販売本部長、カタギ食品株式会社取
締役会長

取 締 役 吉 岡 　 努 常務執行役員・生産本部長

取 締 役 戸 倉 章 博 常務執行役員・管理本部長、カタギ食品株式会社取
締役

取 締 役 馬 場 宗 夫 執行役員、カタギ食品株式会社代表取締役副社長

取 締 役 井 尻 尚 宏 執行役員・事業開発プロジェクト室長兼生産本部生
産企画部長、カタギ食品株式会社取締役

取 締 役 森 　 基 祐 執行役員・生産本部小豆島工場長
取 締 役 川　上　三知男 東京芝法律事務所
取 締 役 石 塚 昭 夫 －
常 勤 監 査 役 西 村 泰 彦 カタギ食品株式会社　監査役
監 査 役 兼 田 　 隆 小澤物産株式会社　監査役
監 査 役 松 岡 昌 哉 三井物産株式会社　理事食料本部長補佐

監 査 役 塩 見 　 聡
三菱商事株式会社　生活産業グループ生活原料本部
戦略企画室長、株式会社ＭＣアグリアライアンス　
社外監査役

(注)１．取締役川上三知男氏及び石塚昭夫氏は社外取締役であります。
２．取締役川上三知男氏は、弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見を有

しております。
３．当社は川上三知男氏及び石塚昭夫氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、同取引所に届け出ております。
４．監査役兼田隆氏、松岡昌哉氏及び塩見聡氏は、社外監査役であります。
５．平成29年６月23日開催の第60回定時株主総会において、新たに森基祐氏は取締役に選

任され、就任いたしました。
６．平成29年６月23日開催の第60回定時株主総会終結の時をもって、監査役中山裕章氏は

辞任により退任いたしました。
７．平成29年６月23日開催の第60回定時株主総会において、新たに塩見聡氏は監査役に選

任され、就任いたしました。
８．カタギ食品株式会社は当社の子会社であります。

－ 19 －

会社役員に関する事項
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９．当事業年度中における取締役の地位及び担当等の異動は次のとおりであります。
氏 名 異 動 前 異 動 後 異 動 年 月 日

佐 野 　 雅 明 取締役専務執行役員販売本部長兼
海外営業部長 取締役専務執行役員販売本部長 平成29年７月１日

馬 場 　 宗 夫 販売本部販売業務部長兼物流部長 取締役執行役員 平成29年11月16日

②取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

９名
（　２　）

548百万円
（　18百万円）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

５名
（　４　）

42百万円
（　10百万円）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

14名
（　６　）

591百万円
（　29百万円）

(注)１．取締役の報酬限度額は平成28年６月28日開催の第59回定時株主総会において年額600
百万円以内と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は平成28年６月28日開催の第59回定時株主総会において年額100
百万円以内と決議いただいております。

３．当事業年度末現在の取締役は９名（うち社外取締役は２名）、監査役は４名（うち社外
監査役は３名）であります。上記の監査役の員数と相違しておりますのは、平成29年６
月23日開催の第60回定時株主総会をもって退任した社外監査役１名を含んでいるため
であります。

４．上記の報酬等の総額には以下のものが含まれております。
当事業年度における役員賞与引当金の繰入額266百万円（取締役７名に対し258百万円、
監査役１名に対し８百万円）

５．当社は、平成21年６月25日開催の第52回定時株主総会終結の時をもって取締役及び監
査役の役員退職慰労金制度を廃止し、同株主総会終結後引き続いて在任する取締役及び
監査役に対しては、役員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金
を各氏の退任時に贈呈することを決議いたしております。

－ 20 －
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③社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　社外取締役及び社外監査役の重要な兼職の状況は「（２）会社役員の状況」の「①取
締役及び監査役の状況」に記載のとおりであります。なお、各社外役員の兼職先と当社
との間の関係は次のとおりであります。

地　位 氏　　名 当社と当該他の法人等との関係

取 締 役 川 上 三 知 男 記載すべき関係はありません。

取 締 役 石 塚 昭 夫 記載すべき関係はありません。

監 査 役 兼 田 　 隆 小澤物産株式会社は、当社の大株主であります。また、同社と当社との間には、
機器の購入等の取引関係があります。

監 査 役 松 岡 昌 哉 三井物産株式会社は、当社の大株主であります。また、同社と当社との間には、
原材料の仕入、製品の販売等の取引関係があります。

監 査 役 塩 見 　 聡

三菱商事株式会社は、当社の大株主であります。また、同社と当社との間には、
原材料の仕入、製品の販売等の取引関係があります。

株式会社ＭＣアグリアライアンスは、当社の大株主の子会社であります。ま
た、同社と当社との間には、原材料の仕入、製品の販売等の取引関係がありま
す。

－ 21 －
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ロ．当事業年度における主な活動状況

出席状況及び発言状況

取 締 役 川 　 上 　 三 知 男
当期に開催された取締役会12回すべてに出席いたしました。弁護士とし
ての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための発言を行っております。

取 締 役 石 塚 昭 夫
当期に開催された取締役会12回すべてに出席いたしました。豊富なビジ
ネス経験・実績、幅広い見識に基づいて意見を述べるなど、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

監 査 役 兼 田 　 隆

当期に開催された取締役会12回すべてに出席し、監査役会12回すべてに
出席いたしました。豊富なビジネス経験・実績、幅広い見識に基づき、取
締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
発言を行っております。また、監査役会において、当社の内部監査等につ
いて適宜、必要な発言を行っております。

監 査 役 松 岡 昌 哉

当期に開催された取締役会12回すべてに出席し、監査役会12回すべてに
出席いたしました。豊富なビジネス経験・実績、幅広い見識に基づき、取
締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
発言を行っております。また、監査役会において、当社の内部監査等につ
いて適宜、必要な発言を行っております。

監 査 役 塩 見 　 聡

当期に開催された取締役会10回すべてに出席し、監査役会10回すべてに
出席いたしました。豊富なビジネス経験・実績、幅広い見識に基づき、取
締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
発言を行っております。また、監査役会において、当社の内部監査等につ
いて適宜、必要な発言を行っております。

(注)　　監査役塩見聡氏は、平成29年６月23日開催の第60回定時株主総会において選任された
ため、開催回数が他の監査役と異なります。なお、就任後の取締役会の開催回数は10
回、監査役会の開催回数は10回であります。

ハ．責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役ならびに各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項各号に定める金額

の合計額としております。

－ 22 －
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（３）会計監査人の状況
①名称　　　　　有限責任監査法人トーマツ
②報酬等の額

報酬等の額
イ．公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項の業務に

係る報酬等の額 35百万円

ロ．公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務に係る報酬等の額 14百万円
合　　　　計 49百万円

(注)１．監査役会は、会計監査人から説明を受けた当事業年度の会計監査計画の監査日数や人
員配置などの内容、前事業年度の監査実績の検証と評価、会計監査人の監査の遂行状
況の相当性、報酬の前提となる見積りの算出根拠を精査した結果、会計監査人の報酬
等の額について、会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に係る監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんの
で、上記イ．の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

３．当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としまして
は、子会社連結に伴う助言業務及びシステム更新に伴う内部統制に関する助言業務で
あります。

③会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると判断され

る場合には、監査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任いたします。
また、上記の場合のほか、公認会計士法等の法令違反による監督官庁から処分を受けた

場合、その他、会計監査人の監査品質、品質管理、独立性、当社評価項目による評価結果
の観点から、監査を遂行するに不十分であると判断した場合、監査役会は、株主総会に提
出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

－ 23 －
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（４）業務の適正を確保するための体制
①取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ａ 経営理念、企業行動憲章、コンプライアンス規程等のコンプライアンス体制に係る規程
を、取締役及び使用人が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範
とする。

ｂ コンプライアンス体制の運用と徹底を図るため、管理部門担当役員を委員長とするコン
プライアンス委員会を設置し、コンプライアンスの取り組みを横断的に統括する。ま
た、コンプライアンス委員会が中心となって取締役及び使用人に対しコンプライアンス
教育・啓発を行う。

ｃ 法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、コン
プライアンス委員会または会社の指定する弁護士を情報受領者とする内部通報システ
ムを整備し、内部通報規程に基づきその運用を行う。

ｄ 監査役、及び内部監査部門として業務執行部門から独立した監査室は、連携して各部門
の業務プロセス等を監査し、不正の発見・防止とプロセスの改善に努める。また、監査
役及び監査室は、コンプライアンス委員会と連携の上、コンプライアンスの状況を監査
する。

ｅ 反社会的勢力に対しては、企業行動憲章に基づき、毅然とした態度で対処し、一切の関
係を遮断する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報は、文書または電磁的媒体に記録し、文書管理規程その他関
係規程に従い、適切に保存及び管理する。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理体制の基礎として経営危機管理規程を定め、同規程に従ったリスク管理体制を
構築する。万一不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、
会社の指定する弁護士等社外専門家の助言を得ながら迅速な対応を行い、損害の拡大防止
と、損害を最小限に止める体制を整備する。
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④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、月１

回の定例取締役会を開催するほか、必要に応じて適宜臨時の取締役会を開催するものと
し、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については、事前に常務以上の役員
で構成する経営会議で議論し、その審議を経て執行決定を行う。

ｂ 取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程・職務分掌規程・職務権限規程
等において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳細について定め、これらの
規程に従って執行する。

ｃ 執行役員制度の導入により、取締役会の機能を強化するとともに、業務執行を円滑に行
う。

⑤会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社と関係会社とは、法令及び社会規範を遵守した適切な取引を行う。「関係会社管理規
程」に基づき子会社の管理体制を整備するとともに、必要に応じて当社の役員が子会社の
役員を兼務し、子会社の業務運営の状況を把握、改善を行う。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役は、監査室所属の使用人に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、
監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して取締役等の指揮命
令を受けないものとする。

⑦取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体
制
ａ 取締役は、取締役会等において、担当する業務の執行状況を出席した監査役に報告す

る。
ｂ 上記aに関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を

求めることができる。
ｃ 当社は、上記の報告を監査役に行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利

益な取扱いを行わない。
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⑧監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
ａ 当社は、監査役がその職務の執行につき、費用の前払等を請求したときは、請求にかか

る費用または債務が当該監査役の職務の執行に関係しないと認められる場合を除き、速
やかに当該費用または債務を処理する。

ｂ 監査役が職務執行に必要であると判断した場合、弁護士、公認会計士等の専門家に意
見・アドバイスを依頼するなど必要な監査費用を認める。

⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役会は、経営陣と定期的に意見交換会を開催し、また監査室との連携を図り、適切な
意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。

⑩財務報告の適正性を確保するための体制
社長の指示の下、監査室及び管理部を主たる部門として、財務報告の適正性及び信頼性を
確保するための体制を構築し、その体制の整備・運用状況を定期的に評価し、必要に応じ
て改善を進める。
また、取締役会は、財務報告に係る内部統制に関して適切に監督を行う。

⑪反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容
当社及びその特別利害関係者、株主、取引先等は、反社会的勢力と一切の関係を遮断して
いる。当社は、社団法人日本経済団体連合会が公表した「企業行動憲章　実行の手引き」
（平成22年9月改訂）及び「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」（平
成19年6月　犯罪対策閣僚会議幹事会申合せ）を基本理念として尊重し、これらに沿って
体制を構築し運用している。当社における方針・基準等については、「経営理念」「企業
行動憲章」「具体的行動に際しての指針」において定めており、主要な社内会議等の機会
をとらえて繰り返しその内容の周知徹底を図っている。そして、「反社会的勢力対応規程」
を制定し、就業規則においても反社会的勢力に対する勤務心得を付記している。全社員が、
いつ何どきにおいても、反社会的勢力が接触してきた際に適切に対応できるよう、「反社
会的勢力対応マニュアル」を制定して常に関係遮断を図っている。また、適時（概ね年間
１回）外部の講師を招き、あるいは研修教材を用いて、当社のすべての役員・従業員を対
象にした反社会的勢力との関係遮断に関する研修会を開催している。これらの施策により、
当社のすべての役員、従業員は反社会的勢力との絶縁が極めて重要にしてかつ永遠のテー
マであることを理解している。
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（５）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①職務執行の効率性及び適正性の向上

当社の取締役会は、取締役９名（うち社外取締役２名）で構成されており、その取締役会
には監査役も出席しており、審議・決議の適法性及び健全性は担保されております。取締
役は、取締役会を12回開催し、当社の経営方針及び経営戦略に係る事項をはじめ、各事業
部門の業務執行状況の妥当性の確認、各種社内規程の改訂等、重要事項の審議・決議を行
いました。

②監査役の監査が実効的に行われることの確保
当社の監査役会は、監査役４名（うち社外監査役３名）で構成されております。監査役は、
監査役会（当期12回開催）のほか、代表取締役及び会計監査人とそれぞれ定期的に会合を
行い、コンプライアンスや内部統制の運用状況について確認したほか、社外取締役とも定
期的に会合を行い、監査上の重要課題等について意見を交換し、非業務執行役員間での情
報交換と認識共有を図りました。また、常勤監査役は経営会議等の重要な会議に出席して
情報収集を行い、経営監視機能の強化を図っております。

③内部監査体制
監査室は、監査計画に基づき、内部監査を実施しました。また、当社の全部門について内
部監査を実施し、結果を社長及び監査役に報告しました。監査の結果、業務の適正性に重
要な影響を与えるリスクはありませんでした。

④財務報告に係る内部統制
監査室は、財務報告に係る内部統制が適正に運用されているか、重要な不備がないかにつ
いてモニタリングを行いました。また、監査室及び管理部を主たる部門として、内部統制
が有効かつ継続的に機能するよう内部統制管理チームと連携し、必要な是正・改善を進め
ております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
そ の 他
貸 倒 引 当 金

24,509
11,108
7,347
1,275

779
3,434

318
244

8,640
5,788
2,071
2,079
1,160

7
345
123
173
15

158
2,677
2,314

439
△76

（負　債　の　部）
流 動 負 債 6,789

支払手形及び買掛金 2,491
未 払 金 1,914
未 払 法 人 税 等 1,249
賞 与 引 当 金 397
役 員 賞 与 引 当 金 266
そ の 他 470

固 定 負 債 1,441
退職給付に係る負債 877
資 産 除 去 債 務 53
リ ー ス 債 務 7
繰 延 税 金 負 債 306
そ の 他 196

負 債 合 計 8,231
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 24,179
資 本 金 2,160
資 本 剰 余 金 3,082
利 益 剰 余 金 20,333
自 己 株 式 △1,396

その他の包括利益累計額 738
その他有価証券評価差額金 755
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △16

純 資 産 合 計 24,918
資 産 合 計 33,149 負 債 純 資 産 合 計 33,149

（注）百万円未満の端数は切り捨て表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
( 平成29年 4 月 1 日から

平成30年 3 月31日まで )
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 30,601
売 上 原 価 16,395
売 上 総 利 益 14,205
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,142
営 業 利 益 5,063
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 82
雑 収 入 61 144

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1
支 払 手 数 料 49
為 替 差 損 14
雑 損 失 2 69

経 常 利 益 5,138
特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 13 13
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,125
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,724
法 人 税 等 調 整 額 △65 1,659
当 期 純 利 益 3,465
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,465

（注）百万円未満の端数は切り捨て表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
( 平成29年 4 月 1 日から )平成30年 3 月31日まで

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 2,160 3,082 17,948 △0 23,190

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,080 △1,080
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 3,465 3,465

自 己 株 式 の 取 得 △1,395 △1,395
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 2,384 △1,395 988

当 期 末 残 高 2,160 3,082 20,333 △1,396 24,179

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 606 △3 603 23,794

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,080
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 3,465

自 己 株 式 の 取 得 △1,395
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 148 △13 135 135

当 期 変 動 額 合 計 148 △13 135 1,124

当 期 末 残 高 755 △16 738 24,918

（注）百万円未満の端数は切り捨て表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（１）連結の範囲に関する事項
①連結子会社の数 １社
②連結子会社の名称 カタギ食品株式会社
③連結の範囲の変更 平成29年11月16日にカタギ食品株式会社の株式を取得したため、当連結会

計年度より連結の範囲に含めております。
④非連結子会社の名称 該当事項はありません。

　（２）連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　（３）資産の評価基準及び評価方法
　　　①有価証券
　　　　その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

・時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。
　　　②デリバティブ等の評価基準及び評価方法

・デリバティブ 時価法を採用しております。
　　　③たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品・原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）を採用しております。

・製品・仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）を採用しております。

・貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）を採用しております。

　（４）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産

（リース資産を除く）
定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く。）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　３～50年
機械及び装置　　２～10年
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②無形固定資産
・自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
・その他の無形固定資産 定額法を採用しております。
③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

（５）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

　（６）引当金の計上基準
①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上してお
ります。

③役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上
しております。

（７）退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自
己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（８）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約の振当処理の要件を満

たすものについては振当処理を採用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…外貨建債権債務
③ヘッジ方針 社内のリスク管理方針に基づき為替変動リスクをヘッジしております。
④ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ

手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しており
ます。

（９）その他連結計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

－ 32 －
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２．追加情報
重要な設備投資
　当社は平成30年１月23日開催の取締役会において、工場用地取得のため工業団地用地の一般競争入札に参
加することを決議し、平成30年２月19日付で用地を落札しました。

（１）取得の目的
　当社は一大生産拠点として香川県小豆島に工場を有しておりますが、近年設備の老朽化が進み、また、ごま
油の生産数量増加に伴い敷地が手狭になりつつある現状や、自然災害等に対する一工場リスクなどを勘案し、
新工場の用地を取得することとしました。

（２）取得資産の内容
①所在地 千葉県袖ケ浦市椎の森385－26　袖ケ浦椎の森工業

団地
②用地面積 83,823㎡

③取得価額 1,940百万円

④その他 なし

（３）取得の日程
①取締役会決議 平成30年１月23日

②落札日 平成30年２月19日

③土地売買契約締結日 平成30年７月（予定）

④土地引渡日 平成30年７月（予定）

（４）支払資金の調達方法及び支払方法
　自己資金により充当

（５）当該設備が営業・生産活動に及ぼす重要な影響
　当該工場用地に、新たに建設する工場の規模や建設時期などについては、精査中であります。

－ 33 －

連結注記表



2018/05/24 23:29:32 / 17368130_かどや製油株式会社_招集通知（Ｃ）

３．連結貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 10,874百万円
（２）期末日満期手形

期末日手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。なお、連結会
計年度末日が金融機関休業日であるため、次の期末日満期手形は満期日に交換が行われたものとみなして
処理しております。

受取手形 ０百万円
支払手形 11百万円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末の
株式数

普通株式 9,400千株 － － 9,400千株

（２）自己株式の種類及び株式数に関する事項
株式の種類 当連結会計年度

期首の株式数
当連結会計年度

増加株式数
当連結会計年度

減少株式数
当連結会計年度末の

株式数
普通株式 0千株 200千株 － 200千株
（注）自己株式の数の増加は、取締役会決議に基づく自己株式の取得200千株及び単元未満株式の買取り0千

株による増加分であります。

（３）剰余金の配当に関する事項
　　①配当金支払額等

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり
配当額 基準日 効力発生日

平成29年6月23
日定時株主総会 普通株式 1,080百万円 115円 平成29年3月31

日
平成29年6月26
日

　　②基準日が当連結会計年度に属する配当の内、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1株当たり

配当額 基準日 効力発生日
平成30年6月
2 6 日 定 時 株
主総会

普通株式 利益剰余金 1,379百万円 150円 平成30年3月
31日

平成30年6月
27日

－ 34 －
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５．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に営業活動による現金収入により確保し
ております。また、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引
は、将来の為替・金利の変動によるリスク回避を目的として利用しており、投機的な取引は行わない方
針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、当社は、当該
リスクに関して、与信管理部署である物流部において、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとと
もに、主な取引先の信用状況を年度ごとに把握する体制をとっております。連結子会社も同様の管理を
行っております。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。また、当社グループでは、当該リスクに関して、管理部門において定期的に時価や発行体の財務状
況を把握する体制をとっております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であります。
　また、営業債務などの流動負債はその決済時において流動性リスクに晒されますが、当社グループで
は月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした
為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有
効性評価の方法等については、前述の「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関す
る注記等（８）重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。
　デリバティブ取引については、取引の契約先を信用度の高い商社や銀行に限っているため、相手先の
契約不履行によるリスクはほとんどないと認識しております。当社の為替予約取引の執行・管理につい
ては、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、外貨建輸出入取引実行時に海外営業部が
行っており、取引の都度、管理部に報告をしております。連結子会社については、為替予約取引締結を
取締役会の決議事項としており、執行・管理については、主として管理部門が行っております。また、
その取引結果について、全て連結子会社の取締役会及び当社の管理部に対して報告されております。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
格が含まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価格が変動することがあります。

－ 35 －
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（２）金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）
２．参照）。

連結貸借対照表計上額
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

①現金及び預金 11,108 11,108 ―

②受取手形及び売掛金 7,347 7,347 ―

③投資有価証券 1,992 1,992 ―

資産計 20,448 20,448 ―

①支払手形及び買掛金 2,491 2,491 ―

②未払金 1,914 1,914 ―

負債計 4,405 4,405 ―

デリバティブ取引（*） (94) (94) ―
（*）　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（　）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

③投資有価証券
　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負債
①支払手形及び買掛金、②未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

－ 36 －
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デリバティブ取引
　デリバティブ取引の時価は、為替予約の予定取引における当期末時点の評価差額等によるものであ
ります。
　また、為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金及び売掛金と一体とし
て処理されているため、その時価は当該買掛金及び売掛金の時価に含めて記載しております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式（*） 321
（*）　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「③投

資有価証券」には含めておりません。

（注）３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
１年以内

（百万円）
１年超５年以内

（百万円）
５年超10年以内

（百万円）
10年超

（百万円）
預金 11,106 － － －

受取手形及び売掛金 7,347 － － －

合計 18,453 － － －

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,708円61銭
⑵　１株当たり当期純利益 370円37銭

７．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

８．企業結合に関する注記
取得による企業結合

　当社は、平成29年10月30日開催の取締役会において、カタギ食品株式会社の全株式を取得し、子会社化
することを決議しました。
　当社は同日に株式譲渡契約を締結し、平成29年11月16日に株式を取得したことにより、カタギ食品株式
会社を子会社としました。

－ 37 －
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（１）企業結合の概要
①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　カタギ食品株式会社
事業の内容　　　　家庭用食品ごま、加工ごまの製造・販売

②企業結合を行った主な理由
　カタギ食品株式会社は「和協」、「お客様に感謝の気持ちを持つ」、「お客様のご要望にお応えする商
品を作る」、「和算で考え従業員一人一人の足算」を信条に、戦前より家庭用食品ごまの加工・販売を手
掛けており、家庭用食品ごま製品の国内シェアは約２割強を占めるにいたっております。
　当社は家庭用食品ごま事業の更なる成長と発展を目的として、カタギ食品株式会社を当社グループの一
員に迎え、同社の持つブランド力を維持しつつ、協力して品質管理、商品開発力等のレベルを向上させ、
食品ごま市場で両社の発展を目指していきたいと考えております。
③企業結合日

平成29年11月16日
④企業結合の法的形式

現金を対価とする全株式の取得
⑤結合後企業の名称
　名称の変更はありません。
⑥取得した議決権比率

100%
⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
　現金を対価とした株式取得により、当社が同社の議決権の100%を取得し支配を獲得したためでありま
す。

（２）連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間
　平成29年12月31日をみなし取得日としているため、平成30年１月１日から平成30年３月31日までの
業績が連結財務諸表に含まれております。

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 1,199百万円
取得原価 1,199

（４）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等　　　　30百万円

－ 38 －
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（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額

16百万円
②発生原因
　取得原価が、受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その差額をのれん
として認識しております。
③償却方法及び償却期間
　重要性が乏しいため、一括償却しております。

（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 2,707百万円
固定資産 1,032
資産合計 3,739
流動負債 1,785
固定負債 771
負債合計 2,556
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貸　借　対　照　表
（平成30年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 流 動 資 産

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
そ の 他 投 資 等
貸 倒 引 当 金

21,921
10,278
6,680
1,218

743
2,357

148
286
209

10,295
5,133
1,719

262
1,937

40
112
718
343
169
12

156
4,992
2,051
1,229
1,470

58
7

251
△76

（負　債　の　部）
流 動 負 債 6,180

買 掛 金 2,156
未 払 金 1,835
未 払 費 用 65
前 受 金 0
預 り 金 35
未 払 法 人 税 等 1,226
賞 与 引 当 金 353
役 員 賞 与 引 当 金 266
そ の 他 流 動 負 債 241

固 定 負 債 1,080
退 職 給 付 引 当 金 819
資 産 除 去 債 務 46
長 期 未 払 金 19
繰 延 税 金 負 債 195

負 債 合 計 7,261
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 24,232
資 本 金 2,160
資 本 剰 余 金 3,082

資 本 準 備 金 3,082
利 益 剰 余 金 20,386

利 益 準 備 金 250
そ の 他 利 益 剰 余 金 20,135

固定資産圧縮積立金 305
別 途 積 立 金 10,740
繰 越 利 益 剰 余 金 9,090

自 己 株 式 △1,396
評 価 ・ 換 算 差 額 等 722

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 739
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △16

純 資 産 合 計 24,955
資 産 合 計 32,217 負 債 純 資 産 合 計 32,217

（注）百万円未満の端数は切り捨て表示しております。
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損　益　計　算　書
( 平成29年 4 月 1 日から

平成30年 3 月31日まで )
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 29,824
売 上 原 価 15,907

売 上 総 利 益 13,917
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,799

営 業 利 益 5,117
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 84
為 替 差 益 27
雑 収 入 32 144

営 業 外 費 用
支 払 手 数 料 45
雑 損 失 2 48
経 常 利 益 5,213

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 13 13

税 引 前 当 期 純 利 益 5,200
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,716
法 人 税 等 調 整 額 △34 1,681
当 期 純 利 益 3,518

（注）百万円未満の端数は切り捨て表示しております。
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株主資本等変動計算書
( 平成29年 4 月 1 日から )平成30年 3 月31日まで

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,160 3,082 3,082 250 305 10,440 6,952 17,948 △0 23,190

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 300 △300 － －

剰 余 金 の 配 当 △1,080 △1,080 △1,080

当 期 純 利 益 3,518 3,518 3,518

自 己 株 式 の 取 得 △1,395 △1,395
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 (純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 300 2,137 2,437 △1,395 1,041

当 期 末 残 高 2,160 3,082 3,082 250 305 10,740 9,090 20,386 △1,396 24,232

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 606 △3 603 23,794

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 －

剰 余 金 の 配 当 △1,080

当 期 純 利 益 3,518

自 己 株 式 の 取 得 △1,395
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 132 △13 119 119

当 期 変 動 額 合 計 132 △13 119 1,161

当 期 末 残 高 739 △16 722 24,955

（注）百万円未満の端数は切り捨て表示しております。

－ 42 －

株主資本等変動計算書



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2018/05/24 23:29:32 / 17368130_かどや製油株式会社_招集通知（Ｃ）

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法
①有価証券

その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用しております。
・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

②デリバティブ等の評価基準及び評価方法
・デリバティブ　　　　　　　時価法を採用しております。

③たな卸資産の評価基準及び評価方法
・商品・原材料　　　　　　　移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定)を採用しております。
・製品・仕掛品　　　　　　　総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定)を採用しております。
・貯蔵品　　　　　　　　　　最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定)を採用しております。

（２）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く。）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設
備及び構築物については、定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　3～50年
機械及び装置　　7～10年

②無形固定資産
・自社利用のソフトウェア　　社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しておりま

す。
・その他の無形固定資産　　　定額法を採用しております。

（３）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。
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（４）引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計
上しております。

③役員賞与引当金　　　　　　　役員の賞与支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基
づき計上しております。

④退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用
の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と
する方法を用いた簡便法を適用しております。

（５）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約の振当処理の

要件を満たすものについては振当処理を採用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段 … 為替予約取引

ヘッジ対象 … 外貨建債権債務
③ヘッジ方針　　　　　　　　　社内のリスク管理方針に基づき為替変動リスクをヘッジしておりま

す。
④ヘッジ有効性評価の方法　　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象

とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎に
して判断しております。

（６）その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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２．追加情報
重要な設備投資
　当社は平成30年１月23日開催の取締役会において、工場用地取得のため工業団地用地の一般競争入札に
参加することを決議し、平成30年２月19日付で用地を落札しました。

（１）取得の目的
　当社は一大生産拠点として香川県小豆島に工場を有しておりますが、近年設備の老朽化が進み、ま
た、ごま油の生産数量増加に伴い敷地が手狭になりつつある現状や、自然災害等に対する一工場リス
クなどを勘案し、新工場の用地を取得することとしました。

（２）取得資産の内容

①所在地 千葉県袖ケ浦市椎の森385－26　袖ケ浦椎の森工業
団地

②用地面積 83,823㎡

③取得価額 1,940百万円

④その他 なし

（３）取得の日程
①取締役会決議 平成30年１月23日

②落札日 平成30年２月19日

③土地売買契約締結日 平成30年７月（予定）

④土地引渡日 平成30年７月（予定）

（４）支払資金の調達方法及び支払方法
　自己資金により充当

（５）当該設備が営業・生産活動に及ぼす重要な影響
　当該工場用地に、新たに建設する工場の規模や建設時期などについては、精査中であります。
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３．貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 9,861百万円
（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①短期金銭債権 3,949百万円
②長期金銭債権 1,470百万円
③短期金銭債務 453百万円

（３）取締役に対する長期金銭債務 19百万円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

　売上高 16,536百万円
　仕入高 4,725百万円
　営業取引以外の取引による取引高
　　出向料 43百万円
　　その他 ２百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普通株式 0千株 200千株 － 200千株

 
（注）自己株式の数の増加は、取締役会決議に基づく自己株式の取得200千株及び単元未満株式の買取り０

千株による増加分であります。
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６．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

平成30年3月31日現在
（流動の部）

繰延税金資産
賞与引当金 108百万円
未払金 88百万円
未払事業税 63百万円
未払費用 16百万円
賃借料 ０百万円
福利厚生費 １百万円
繰延ヘッジ損益 ７百万円

繰延税金資産合計 286百万円
繰延税金資産の純額 286百万円

（固定の部）
繰延税金資産

退職給付引当金 251百万円
資産除去債務 14百万円
長期未払金 ５百万円
繰延資産 １百万円
貸倒引当金 17百万円
投資有価証券 12百万円
会員権 ５百万円

繰延税金資産合計 307百万円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △134百万円
有形固定資産 △６百万円
株式売却益 △６百万円
その他有価証券評価差額金 △326百万円

繰延税金負債合計 △474百万円
評価性引当額 △29百万円

繰延税金資産の純額 △195百万円
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（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の
原因となった主要な項目別の内訳

平成30年3月31日現在

法定実効税率 30.86％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.76％
住民税均等割 0.31％
その他 △0.59％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.34％
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７．関連当事者との取引に関する注記
役員及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

資本金
事業の
内　容

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容
取引の内容

取引
金額

科 目
期　末
残　高

役員の
兼任等

事業上
の関係

その他の
関係会社
（当該そ
の他の関
係会社の
親会社を
含む）

三菱商事㈱
百万円

204,446
総合商社

(被所有)
直接

26.92％
―

製品の主要販売
代理店(15.7％)
であります。

営業取引
製品の販売
（注1・3）

百万円
4,674

売掛金
百万円
1,076

三井物産㈱
百万円

341,481
総合商社

(被所有)
直接

21.95％
―

原材料の主要仕入
先(38.2％)であ
り製品の主要販売
代理店(39.8％)
であります。

営業取引

製品の販売
（注1・3）

百万円
11,862

売掛金
百万円
2,752

原 材 料 等 の
仕入（注1・3）

百万円
4,243

買掛金
百万円

453

その他の
関係会社
の子会社

㈱MCアグリ
アライアンス

百万円
300

食品原料の
輸入・販売

― 役員1名
原材料の主要仕
入先（17.0％）
であります。

営業取引
原材料の仕入
（ 注 1 ・ 3 ）

百万円
1,888

買掛金
百万円

401

主要株主 小澤物産㈱
百万円

50

流 体 搬 送 機
器・貯蔵用機
器等の販売

(被所有)
直接

11.55％
役員1名

機器の購入他
役員の兼任

営業取引
以外の取引

機器の購入
（注1・3）

百万円
19

売掛金
百万円

－

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を所有し
ている会社

小澤商事㈱
百万円

1
物流事業

(被所有)
直接

4.65％
―

製 品 の 保 管
荷 役 及 び 運
送委託他

営業取引
以外の取引

支払運賃他
（注1・3）

百万円
406

未払金
百万円

40

子会社 カタギ食品㈱
百万円

30

家 庭 用 食
品ごま、加
工 ご ま の
製造・販売

(所有)
直接

100％
役員5名 事業資金の貸付

営業取引
以外の取引

事業資金の
貸付(注2)

百万円
1,600

長期貸付金
百万円
1,470

短期貸付金
百万円

120

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）上記の金額の内、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
（注2）資金の貸付及び資金の借入は当社の規定に基づき、市場金利等を勘定し協議の上決定しております。
（注3）製品の販売及び原材料の購入についての価格その他の取引条件は、他の取引先と同様の条件であります。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,712円65銭
⑵　１株当たり当期純利益 376円04銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年５月11日
かどや製油株式会社

取締役会　御中
有限責任監査法人トーマツ
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公 認 会 計 士 篠 原 孝 広 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公 認 会 計 士 永 田 　 立 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、かどや製油株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日まで
の第61期事業年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表並
びにその附属明細書について監査を行った。

連結計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類及びその附属明細書を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類及びその附属明細書を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類及びその附属明細書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に連結計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類及びその附属明細書の作成と適正な
表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、当該連結計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 50 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年５月11日
かどや製油株式会社

取締役会　御中
有限責任監査法人トーマツ
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公 認 会 計 士 篠 原 孝 広 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公 認 会 計 士 永 田 　 立 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、かどや製油株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31
日までの第61期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附
属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計
画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手
続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの
評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 51 －

計算書類に係る会計監査報告



2018/05/24 23:29:32 / 17368130_かどや製油株式会社_招集通知（Ｃ）

監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第61期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が
作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下の通り報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役
等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、監査室、その他の
使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締
役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び使用人等と
意思疎通及び情報交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締
役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。
　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び会計監査人有限責任監査法人トーマツから当該内部統制の評価及
び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及
びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主等変動計算書及び連結注記表）について
検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事

業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
平成30年５月11日

かどや製油株式会社　監査役会
常 勤 監 査 役 西 村 泰 彦 ㊞
監 査 役 兼 田 　 隆 ㊞
監 査 役 松 岡 昌 哉 ㊞
監 　 査 　 役 塩 見 　 聡 ㊞

（注）監査役兼田隆、監査役松岡昌哉及び監査役塩見聡は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であり
ます。

以　上

－ 52 －

監査役会の監査報告



場所 東京都港区高輪3丁目13番1号
グランドプリンスホテル高輪　地下1階
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